
実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
高知県ボラ
ンティア・
ＮＰＯセン
ターの機能
の拡充

社会貢献活動を推進するた
めの拠点センターとして位
置づけられており、支援策
等の実施にあたっては、連
携が不可欠である。
さらに、災害ボランティア団
体のネットワーク構築や人
材育成など、拠点センター
機能の拡充を図る。

・高知県社会貢献活動拠点
センターの機能拡充(運営
費補助金の助成)

・センター運営費補助
金の助成

・平成27年度補助金額：19,047
千円
センターが効果的なNPO支援を
行えるよう、専門職員の人件費
やセンターが行うNPO向けの研
修や広報活動への補助を行っ
た。

・センターが実施する各事
業については、それぞれの
項目に記載。

計画に掲げる支援策を推進
するため、センター運営費
を引き続き助成する。

・効果的な研修等
によるＮＰＯの基
盤強化と活動促
進

県
（県民生活･
男女共同
参画課）

②
活動場所と
して活用で
きる公共施
設のデータ
整備と情報
提供

ＮＰＯの活動拠点や活動場
所として使用できる公共施
設等の情報を整理し、ホー
ムページ等により情報提供
する。

・県のＨＰでの情報提供（利
用可能施設等）

・こうちボランティア・ＮＰＯ情
報システム「ピッピネット」で
の情報提供（助成金情報
等）

・県のＨＰ
　【その都度更新】

・ピッピネット
　【その都度更新】

【県】
・年度当初に公共施設の情報を
照会・取りまとめのうえ、ＨＰで情
報提供を実施

【センター】
・ピッピネット及びピッピニュース
（毎月発行）を通じて、情報提供
を実施

【県】
・公共施設等の情報収集

【県】
ＨＰで引き続き実施する。

・施設利用による
活動の増加

・ＮＰＯ法人の
20％以上が助成
金収入を得る

県
（県民生活･
男女共同
参画課）

センター

③
ＮＰＯ法人
に対する県
税の優遇措
置の実施

県税の優遇措置を、引き続
き実施する。
〈現在実施しているＮＰＯ法
人に係る県税の課税免除〉
○法人県民税均等割
○特定非営利活動等に供
するために無償で譲り受け
た不動産に対する不動産
取得税
○社会福祉法に規定する
社会福祉事業（保育所を除
く）、介護保険法に規定する
居宅サービス事業、その他
県の指定する事業に供する
自動車に対する自動車税
○特定非営利活動等に供
するために無償で譲り受け
た自動車に対する自動車
取得税

・既存の県税優遇措置を、
引き続き実施

優遇措置について、引
き続き実施。

○法人県民税･･･収益事業を行
わないNPO法人は申告不要の
ため、全体の件数および金額は
把握していない。
○不動産取得税・・・０件、０円
○自動車取得税・・・０件、０円
○自動車税　　　・・・38件、
                           1,222,700円

優遇措置につい
て、引き続き実施

県
（税務課）

１
　
活
動
基
盤
の
整
備

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

第３次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の平成27年度の実施状況

実施
主体

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成28年3月末日時点

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

  基本方針Ⅰ 社会貢献活動団体の育成、活動の拡大 
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

実施
主体

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

④
ＮＰＯ法人
会計基準の
普及

ＮＰＯ法人の会計報告の質
を高め、活動実態がよりわ
かりやすいものとなるよう、Ｎ
ＰＯ法人会計基準の普及を
推進する。
※NPO法人会計基準
全国のNPO法人が統一したルー
ルで会計報告を作成し、 活動を
わかりやすく伝え、信頼 と支援を
得られるように、NPO法人会計基
準が策定された。

・会計基準の研修会の実施 　【年１回開催】 ・事業報告書等セミナーの開催
（予定:2月19日)

・H28年1月時点の導入率:約
70%。

活動計算書導入率は
70％。新会計前に設立され
た法人への移行奨励が十
分ではない。

センターの持つ情報発信
ツールで移行奨励及びそ
れに係る支援、相談を行
い、統一した会計ルールで
のＮＰＯの情報公開を目指
す。 ・NPO法人の

８０％以上が、会
計基準を導入

センター

⑤
中間支援組
織の機能及
びネット
ワークの強
化（東部・
西部）

東部地域、西部地域におけ
る中間支援組織の機能及
びネットワークを強化するこ
とにより、より地域に根ざし
た支援体制を構築する。

・高知県東部ボランティア・
ＮＰＯ交流会の開催

　【年２回開催】 ・東部地域のＮＰＯの交流会
安芸市　10月20日 参加人数14
名

・NPO地域ネットワーク会議
四万十市
　日時：２月５日
　参加人数：35名

香南市
　日時：３月３日
　参加人数：28名

地域のＮＰＯ同士のつなが
りが弱い状況にある。つな
がる必要性を感じていない
可能性がある。

協働・連携によるＮＰＯの発
展を啓発し、ネットワーク化
を進めていく。

・東部での中間支
援組織設立

センター

①
社会貢献活
動団体に対
する補助、
助成等の機
会の確保

行政が行う各種の補助事業
等のうち、社会貢献活動団
体が実施することで事業効
果が期待されるものについ
ては、積極的にその対象を
拡大し、団体にも補助金等
の活用の機会を確保する。

・県のＨＰでの情報提供（補
助金等）

・ピッピネットでの情報提供
（助成金情報等）

・県のＨＰ
　【年1回更新】

・ピッピネット
　【その都度更新】

【県】
・広くＮＰＯを対象とする補助金
を県庁内、市町村へ照会、とりま
とめ、年度当初にＨＰ掲載

【センター】
・ピッピネット及びピッピニュース
（毎月発行）を通じて、情報提供
を実施

【県】
・NPOが対象となりうる補助
事業等を網羅的に把握して
いるか不明

【県】
今後も継続して情報発信を
行う。 ・ＮＰＯ法人の

20％以上が補助
金収入を得る

・ＮＰＯ法人の
20％以上が助成
金を得る

県
（県民生活･
男女共同
参画課）

センター

②
国、県、民
間等の助成
金の情報提
供

社会貢献活動団体が活動
資金を確保するため、国、
県、民間等の助成金の情報
を整理し、ホームページ等
により情報提供する。

・県ＨＰでの情報提供（補助
金等）

・ピッピネットでの情報提供
（助成金情報等）

・県のＨＰ
　【年1回更新】

・ピッピネット
　【その都度更新】

【県】
・当課に情報提供のあったもの
は、助成金情報としてHPに掲載

【センター】
・ピッピネット及びピッピニュース
（毎月発行）を通じて、情報提供
を実施

同上

【センター】
ピッピネットの助成金情報
は、県内外の団体が活用し
ている。

【県】
今後も継続して情報発信を
行う。

【センター】
今後も継続して収集発信を
行う。

・ＮＰＯ法人の
20％以上が補助
金収入を得る

・ＮＰＯ法人の
20％以上が助成
金を得る

県
（県民生活･
男女共同
参画課）

センター

③
認定ＮＰＯ
法人への移
行促進

認定NPO法人のメリット（税
制優遇等）をアピールし、認
定ＮＰＯ法人への移行を促
進する。

・ＮＰＯ法人向けの認定取
得セミナー等の実施

　【年２回開催】 ・NPO基礎講座（認定編）を開
催
日時：７月８日　参加者：13名

・H28年３月末現在
　認定NPO法人は７法人
　申請中2法人

・認定NPO法人のメリットな
どの情報発信

・セミナーやピッピネットなど
を通じて、認定NPO法人の
メリットをPRする。 ・５年間で10団体

の認定ＮＰＯ法人
追加

センター

１
　
活
動
基
盤
の
整
備

２
　
財
政
基
盤
の
整
備
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

実施
主体

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

①
学校教育、
社会教育で
の取組

学校教育や社会教育の場
などで社会貢献活動につい
ての知識の普及を行う。

・ボランティア学習の推進に
向けた講座の開催（教員・
市町村社協職員向け）

・ボランティア学習の推
進に向けた講座（教員・
市町村社協職員向け）
　【年１回開催】

・関係機関にシニア向
け活動事例のパンフ
レットを配布
　【年１回配布】

・福祉教育・ボランティア学習推
進委員会（２回開催）
・福祉教育基礎研修の開催
日時：７月９日
参加人数：18名
・福祉教育・ボランティア学習実
践講座の開催
日時：８月10日
参加人数：43名

・福祉教育ブロック別情報交換
会の開催（中央東ブロック）
日時：12月21日　参加人数：８名

・福祉教育ステップアップ事業
対象：高知市社協（平成26年,27
年度）
学校：南海中、潮江中、春野高

・関係機関との連携促進
より良い福祉教育を展開し
ていくためには、教育委員
会や学校など教育機関との
連携をより推進し、実践に
つなげるための工夫が必要
である。

・福祉教育の推進強化
福祉教育推進員会で協議
しながら、関係機関との連
携、市町村社協の組織的取
組、福祉教育を展開できる
社協職員育成を着実に進
める。

・来年度、市町村社協の活
動状況を調査予定

・ボランティア学
習を推進する人
材を育成

・アクティブシニア
の社会貢献活動
への参加

センター

②
ＮＰＯ運営
関係の各種
講座の実施

ＮＰＯ法人の運営に必要な
知識等を学ぶ機会として各
種講座を開催する。

・ＮＰＯ実務講座の開催

・NPO経営塾及びＮＰＯ経
営研究会の実施

・ＮＰＯ実務講座
　【年４回開催】

・NPO経営塾及びＮＰＯ
経営研究会
　【年各６回開催】

・NPO実務講座の開催
①会計初級コース
6月20日　参加：１１団体１７名
②税務コース
6月27日　参加：１５団体19名
③労務法務ベーシックコース
6月27日　参加：11団体15名
・NPOブラッシュアップセミナー
「コラボレーションはじめの一歩
講座」
1月9日　参加：10団体13名
・NPO経営塾の開催
①クラウドファンディング編
参加：１０団体１０名
②助成金編
予定日時：平成28年2/16，22、
3/7
・NPO経営研究会
　第１回 　6月24日　13名
　第2回　 8月26日　9名
　第3回　10月28日　７名
　第4回　12月16日　9名
　第5回　 2月24日 10名

・参加者数が伸び悩んでい
る。必要な組織へ必要な情
報が届いていないのではな
いか。紙媒体による広報の
限界がある可能性もある。

・ターゲットの明確化
・SNSの活用

・より効果的に展開できるよ
う構成や内容の見直しを行
う。

・ＮＰＯ法人の
25％以上が受講
済みとなる

・毎年新規参加４
団体

センター

③
地域活動の
担い手とな
る人材の発
掘、育成

地域の核となる人材に、社
会貢献活動に参加してもら
い、理解してもらう。
退職後の団塊世代（アク
ティブシニア）に社会貢献
活動に参加してもらい活躍
の場を提供する。

・関係機関にシニア向け活
動事例のパンフレットを配
布

　【年１回配布】 平成２４年度発行
平成２７年度までにセンター窓
口や関係機関、センター主催の
講座などで配布済み。

シニア世代のＮＰＯ活動を
紹介することにより、同世代
への啓発が行えた。

さらなるシニア世代への働
きかけについての方法を検
討する必要がある。 ・アクティブシニア

の社会貢献活動
への参加

センター

３
　
人
材
育
成

拡充 
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

実施
主体

実
施
項
目

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

①
インター
ネット掲示
板を活用し
た情報交換

こうちボランティア・ＮＰＯ情
報システム「ピッピネット」や
ＳＮＳ（※）を介した情報交
換の場を設ける。

・ピッピネットの運営 　【その都度更新】 ツイッターにより情報提供を行っ
た。

情報交換の場としてのＳＮＳ
の活用は、検討中

情報交換の場としてのＳＮＳ
の活用は、検討中

・ＮＰＯ間の相互
理解の増進

センター

【センター】
参加につながる魅力的な交
流プログラムを考えることと
併せ、他団体とのコラボ・連
携が団体の発展につながる
という意識の醸成、またマス
メディアやＳＮＳ等活用した
効果的なＰＲを行っていく。

【ネットワーク】
災害をテーマに行政との協
働推進に

各地で住民参加の学習会
開催

【市民会議】
・実行委員が少ないので、
来年度はいろいろな方に声
をかけて増やしたい。また、
今回は若い世代の参加が
多かったので、その方たち
に声をかけてみてはどうか。
・コンセプトを明確にして広
報に繋げ、参加者にとって
のメリットを考えてみる

・ＮＰＯ間の相互
理解の増進

・東部地域での中
間支援組織設立

・東部でのＮＰＯ
増加

中間支援
組織

センター

　※ＳＮＳ･･･ Ｓocial Ｎetworking Ｓerviceの頭文字をとった表現で、 個人間のコミュニケーションを促進し、社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサービスのこと。
                    趣味、職業、居住地域などを同じくする個人同士のコミュニティーを容易に構築できる場を提供している。

４
　
団
体
相
互
の
交
流
連
携

②
ＮＰＯ同士
の交流の場
づくり

ＮＰＯ同士のつながりや連
携を深めるための交流の場
を設ける。

・ＮＰＯフォーラムの開催

・高知県東部ボランティア・
ＮＰＯ交流会の開催

・東部、西部での研修会・交
流プログラムの開催

・ＮＰＯフォーラム
　【年１回（２００人）開
催】

・高知県東部ボランティ
ア・ＮＰＯ交流会
　【年２回開催】

・東部、西部での研修
会・交流プログラムの開
催
　【年各２回開催】

【センター】
ＮＰＯフォーラム２０１５を開催
テーマ：　「ＮＰＯのシンカのカタ
チ」
H27年12月12日 参加者：113名

【ネットワーク】
こうちNPOフォーラム2015
H27.12.12開催
[NPOのシンカ（進化・深化・真
価）のカタチ」
　高知県西部NPO支援ネット
ワークとしては第３分科会「大規
模災害時に問われる連携の真
価～多様なセクターとの連携を
考える～」に話題提供者として
出演　　　　　　　　　　　　　　　東
日本大震災時の取り組みを参
考に県内での災害ボランティア
センターの取り組みの再構築
　
地域の学習交流会ｉｎ三原村：
H28.３.６開催
　地域農業活性化を目指し島岡
幹夫氏を講師に「生きる」をテー
マに講演会。約50名参加

【市民会議】
NPOのシンカ（進化・深化・真
価）のカタチをテーマに、人々の
暮らしに直面する様々な課題に
取り組む高知県内のNPO が一
堂に会し、高知の課題に向き合
い、その解決に向けたNPO の
役割を見つめ直し、NPO のシン
カのカタチを考え、実践できるこ
とを目指し実施した。

・東部地域のＮＰＯの交流会
 安芸市　(10月20日)
参加人数:14名

・NPO地域ネットワーク会議
 四万十市(２月５日)
参加人数：35名

 香南市(３月３日)
参加人数：28名

【センター】
交流の場への参加者が少
ない。ＮＰＯの他とつながる
という意識が希薄になって
いることと併せてＰＲ不足が
考えられる。

【ネットワーク】
県内のNPO・行政等の協働
の場としての取り組みの弱さ

地域の高齢化が進行してお
り、後継者不足など。

【市民会議】
分科会１の「学生時代に
NPO を立ち上げた先輩か
ら学ぶ～『なにかやりたい』
のその先へ～ 」は、大学生
や若者の参加が多く、学生
時代にNPOを立ちあげた先
輩方の思いや実践経験談
を聞くことができた。分科会
２の「アナタのNPO、仲間内
の活動になっていません
か？～ファンドレイジングと
NPO の深化～」は、これか
らNPOを立ち上げたい方に
も参加していただけた。

4 



実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
県民向けの
効果的・戦
略的な情報
発信

ホームページや各種情報
誌、マスメディア等を活用
し、若い世代や団塊の世代
など幅広い年齢層の県民に
対し、社会貢献活動につい
ての理解を深めるための普
及啓発を行う。

・マスコミを活用した情報発
信のルールの策定

 【年２回検討会実施】 特色のある取り組みをしている
ＮＰＯは、個別に各マスコミに取
り上げられている状況。センター
では、県民の社会貢献活動に
対する意識向上に向け、夏のボ
ランティアキャンペーンを平成26
年から実施している。

・人気プログラムのある特定
の団体に参加が集中する
傾向がある。

・幅広い団体への参加を進
めるため、受入先のボラン
ティアプログラムの充実を進
める。

・県民の社会貢献
活動に対する意
識の向上

センター

【センター】
・呼び集めるのではなく、大
学など若者のいる施設で開
催することにより、潜在層へ
ダイレクトに働きかける。
・多様な活動の場の提供。

【ネットワーク】
災害をテーマに行政との協
働推進に

【市民会議】
・ボランティアガイダンス
2015
　「やりたいボランティアが見
つかった」が78％だったの
で概ねネライは達成された
が、参加者数でいうと検討
の必要がある。

・ＮＰＯフォーラム
　11月はすでに福祉交流プ
ラザが予約ができない状況
であり、他の施設及び高知
県立大学を会場として使え
るようにするには、大学と共
催すれば可能となるが、内
容に制約が出る可能性があ
る。
　実行委員が少ないので、
来年度はいろいろな方に声
をかけて増やしたい。また、
今回は若い世代の参加が
多かったので、その方たち
に声をかけてみてはどうか。
　コンセプトを明確にして広
報に繋げ、参加者にとって
のメリットを考えてみる。

・県民のボラン
ティアに対する理
解の増進

・県民の社会貢献
活動に対する理
解の増進

中間支援
組織

１
　
県
民
へ
の
普
及
啓
発

②
セミナー、
シンポジウ
ム、体験学
習等の実施

県民対象のセミナー、シン
ポジウム、体験学習の機会
などを設け、県民の社会貢
献活動についての理解を深
める。

・ボランティアガイダンス等
及びＮＰＯフォーラムの開催

・ボランティアガイダンス
等
　【年１回開催】

・ＮＰＯフォーラム（再
掲）
　【年１回（２００人）開
催】

【センター】
・ボランティアガイダンスの開催
（10月12日　参加者54人）
・夏のボランティア体験2015（ナ
ツボラ）
開催期間：7月18日～8月31日
受入団体：51団体　のべ916人
参加（昨年度比265名増）

【ネットワーク】
こうちNPOフォーラム2015
H27.12.12開催、メインテーマは
「NPOのシンカ（進化・深化・真
価）のカタチ」
　高知県西部NPO支援ネット
ワークとしては第３分科会「大規
模災害時に問われる連携の真
価～多様なセクターとの連携を
考える～」に話題提供者として
出演
　東日本大震災時の取り組みを
参考に県内での災害ボランティ
アセンターの取り組みの再構築

【市民会議】
・ボランティアガイダンス2015
 　「自分に合ったボランティア活
動を見つけたい人」と「ボラン
ティアを募集したい団体」との出
会いの場を提供。たくさんの楽
しいマッチングが生まれ、ボラン
ティアの輪がさらに大きくなるこ
とをめざす。

 ・ＮＰＯフォーラム
　NPOのシンカ（進化・深化・真
価）のカタチをテーマに、人々の
暮らしに直面する様々な課題に
取り組む高知県内のNPO が一
堂に会し、高知の課題に向き合
い、その解決に向けたNPO の
役割を見つめ直し、NPO のシン
カのカタチを考え、実践できるこ
とを目指し実施した。

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成28年３月末日時点

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

実施
主体

【センター】
・参加者数が伸びない。
・受入先のボランティア内容
の充実。

【ネットワーク】
県内NPOと行政等との協働
の場としての取り組みの弱さ

【市民会議】
・ボランティアガイダンス
2015
　ボランティアガイダンス単
独開催3年目となるが、参加
者は54名と昨年の63名より
若干少なかったが、一作年
の112名と比較すると大きく
下回った。
　講演の満足度は、「参考
になった」が回答者中88％
と評価が高かった。
 
・ＮＰＯフォーラム
　分科会１の「学生時代に
NPO を立ち上げた先輩か
ら学ぶ～『なにかやりたい』
のその先へ～ 」は、大学生
や若者の参加が多く、学生
時代にNPOを立ちあげた先
輩方の思いや実践経験談
を聞くことができた。分科会
２の「アナタのNPO、仲間内
の活動になっていません
か？～ファンドレイジングと
NPO の深化～」は、これか
らNPOを立ち上げたい方に
も参加していただけた。分
科会3の「大規模災害時に
問われる連携の真価～多
様なセクターとの連携を考
える～」では、東日本大震
災において、岩手県の復
旧・復興に大きな役割を果
たした２団体の連携事例を
もとに、高知での大規模災
害時の各種団体との連携及
び平時からの連携のあり方
を考えることで減災に向け
たＮＰＯの役割を再認識す
ることができた。

  基本方針Ⅱ 社会貢献活動に対する県民の理解と参加の促進 
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

実施
主体

２
　
学
習
機
会
の
創
出

①
大学等のＮ
ＰＯ関係講
座の活用

県内の大学等で行われて
いるＮＰＯ関係講座につい
て、県民が聴講できる機会
を確保する。

・大学（地域連携センター）
との継続協議

　【公開講座の開催】 県内大学の公開講座で様々な
視点で開講されている。

公開講座の広報をセンター
としてはできていない。

センターとしては、関係講座
をピッピネットに掲載して広
報していく。

・社会貢献活動に
対する意識の向
上、社会貢献活
動の充実

センター

県
（県民生

活･男女共
同参画課）

①
ＮＰＯによ
る寄附募集
の取組の強
化

ＮＰＯが自らの活動内容を
分かりやすくアピールできる
よう、効果的な広報活動に
ついての研修会を開催する
などにより、寄附募集の取
組を支援する。
また、寄附付商品の開発や
販売など、新しい形の寄附
の普及を支援する。

・情報発信の研修会の開催

・寄附募集支援事業の実施
（ＮＰＯや県民を対象とした
寄附募集に関する研修会
や交流イベントの開催）

・資金調達に関するアドバイ
ザーの派遣

・情報発信の研修会
　【年２回開催】

・寄附募集支援事業
　【年１回開催】

・資金調達に関するアド
バイサーの派遣
　【年４回実施】

・ＮＰＯへファンドレイジングの専
門家派遣を行った。
（件数１、回数２）

・ファンドレイジングセミナーを開
催した。（１０月２０日）

・寄付募集ガイドの作成
(1000部）

・専門家を派遣することによ
り効果的なアドバイスができ
た。

・今後も専門家派遣を行
い、ＮＰＯの資金面の支援
を行う。

・寄付募集ガイドは、ファン
ドレイジングセミナー等で配
布する

・県民の社会貢献
活動に対する理
解の増進

・ＮＰＯ法人の寄
附収入割合の増
加

センター

②
寄附に対す
る県民の意
識啓発

社会貢献活動を紹介するイ
ベントや、学校への出前講
座を通して、県民の社会貢
献活動に対する理解を促進
する。

・寄附募集支援事業の実施
（ＮＰＯや県民を対象とした
寄附募集に関する研修会
や交流イベントの開催）

・学校への出前講座「寄附
の教室」の開催

・寄附募集支援事業
　【年１回開催】

・学校への出前講座「寄
附の教室」
　【年１回開催】

・高知龍馬学園にてＮＰＯ法人
ＢＲＩＤＧＥと協働で公務員科１・
２年生を対象に出前授業を開催
（他ＮＰＯ４団体協力）

・出前講座は授業後に活動
発表団体にボランティアとし
て参加するなど一定の効果
が見られらた

・引き続きこのような機会を
設けていきたい

・県民の社会貢献
活動に対する理
解の増進

・ＮＰＯ法人の寄
附収入割合の増
加

・社会貢献活動に
対する理解の増
進

センター

３
　
寄
附
の
促
進

新規 
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
市町村と社
会貢献活動
団体との協
働推進のた
めの支援

市町村と社会貢献活動団
体との協働推進のため、他
地域での連携事例の紹介
や情報交換を行うための意
見交換会の開催や、協働を
目指して地域のさまざまな
主体が協議する場を設ける
など、市町村に対する支援
を通じた連携を図る。

・市町村職員とＮＰＯとの意
見交換会の実施

・ＮＰＯと市町村との協働モ
デル事業報告書の配布

・市町村とＮＰＯとの意
見交換会
　【年１回開催】

・ＮＰＯと市町村との協
働モデル事業報告書の
配布

・NPOと市町村との情報交換会
を実施　テーマ「災害時のネット
ワークづくり」
　3/9　　高知市
　3/24　四万十市

・管内にＮＰＯ法人がない行
政もある。

平成２８年度は、センターと
連携のうえ開催

・協働事業の増加

県
（県民生

活･男女共
同参画課）

②
地域支援企
画員を中心
とした連携

それぞれの地域で活動して
いる地域支援企画員が中
心となり、市町村との連携を
進める。

・地域支援企画員への情報
提供

・地域支援企画員への
情報提供
　【毎月１回】

・新規法人や定款変更（活動分
野の変更）、センターの研修情
報等、地域支援企画員の活動
フィールドで役立つ情報を月1
回、メールで情報提供

情報提供の内容の検討

地域支援企画員の活動に
役立つ情報提供が必要

引き続き実施する。

企画につながる情報提供
（個別の活動概要の一覧） ・新たな取組の創

出

県
（県民生

活･男女共
同参画課）

①
事業者（企
業）と社会
貢献活動団
体との交流
の場づくり

事業者（企業）と社会貢献
活動団体との交流を進める
ため、高知県ボランティア・
ＮＰＯセンターが中心になっ
て行ってきた「企業・ＮＰＯ
パ ートナーシップ 委員会
（※）」を継続実施し、双方
交流の場を定期的に開催
する。

・ＮＰＯ・企業パートナーシッ
プ委員会の開催（企業とＮＰ
Ｏのマッチングの検討や場
づくり）

・企業へ社会貢献活動事例
パンフの配布

・ＮＰＯ・企業ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ
ﾌﾟ委員会（企業とＮＰＯ
のﾏｯﾁﾝｸﾞの検討や場
づくり）
　【年２回開催】

・企業へ社会貢献活動
事例パンフの配布
　【年１回配布】

・委員会を7回開催し、企業の社
会貢献活動やＮＰＯとの協働に
ついて話し合い、「企業市民セミ
ナー」を2回開催。
（第１回：11月20日51名、
 第2回：3月10日46名）

・資源循環システムの案内及び
企業市民セミナーの報告書を配
布。
「企業・ＮＰＯパートナーシップ
情報vol.13」 600部

第１回セミナーは例年よりも
参加者数は増えたが、メイ
ンターゲットの企業とＮＰＯ
の参加が少なかった。

プログラムやＰＲ方法の見直
し

・企業との連携事
業の増加

センター

②
事業者（企
業）の社会
貢献活動推
進のための
仕組みづく
りの検討

事業者（企業）の社会貢献
活動を県内で一体的に推
進するため、経営者レベル
が参画する事業者（企業）
の社会貢献活動の推進主
体となる組織やその仕組み
について検討する。

・「企業・ＮＰＯパートナー
シップ委員会」において、組
織、仕組み等について検
討。

・企業へ社会貢献活動事例
パンフの配布

・ＮＰＯ・企業ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ
ﾌﾟ委員会（企業とＮＰＯ
のﾏｯﾁﾝｸﾞの検討や場
づくり）
　【年２回開催】

・企業へ社会貢献活動
事例パンフの配布
　【年１回配布】

ＮＰＯ・企業パートナーシップ委
員会において協議している。

県内経済状況に左右される
ため、なかなか進みにくい
状況にある。

企業の動向を注視しつつ、
引き続き検討していく。

・企業との連携事
業の増加

センター

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成28年3月末日時点

取組目標
実施
主体

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）

２
　
事
業
者
と
の
連
携

１
　
市
町
村
と
の
連
携

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

  基本方針Ⅲ 市町村、事業者、大学等との連携 
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組
取組目標

実施
主体

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
Ｈ３０年度の

目指すべき姿

①
大学との連
携

大学での公開講座の開催
や社会貢献活動の評価に
関する研究等、社会貢献活
動の推進に関して、県内の
大学との間で協定を結ぶな
ど、相互の連携・協力体制
を拡充する。

・大学との連携・協力体制の
拡充

・地（知）の拠点整備事
業の実施

【計画推進課】
・高知県地域社会連携推進本
部会議の開催　3回
（7/21,12/25,3/30）
・UBC（高知大学教員）4名が産
業振興推進地域本部に常駐

【私学大学支援課】
・高知大学では、これまでの「地
（知）の拠点整備事業」に加え
て、平成27年度から「地（知）の
拠点大学による地方創生推進
事業」を県や県内の他の高等教
育機関、産業界と協働して実施
中。事業目的・内容が、地域の
雇用創出や学卒者の地元定着
率の向上へとシフトしている。

【文化推進課】
・H27年４月に「産学官民連携セ
ンター」を開設し、各大学との連
携・協力体制をより深め、様々な
課題解決に取り組んでいる。

【計画推進課】
・大学の資源を活かして地
域と連携・協働する活動が、
県内各地で展開された。

【私学大学支援課】
・困難な課題に真正面から
取り組んでいるが、予算や
人員の面から、実質的に高
知大学が事業の中心となっ
ており、同大学の舵取りや
運営努力、さらには各参画
機関との連携が成否の鍵を
握っている。

【文化推進課】
・地域の課題解決のアイデ
アを実際の事業化等につな
げるための仕組を強化する
必要がある。

【計画推進課】
・地域における協働活動の
定着
・課題のさらなる掘り起こし
による地域の活性化や担い
手育成

【私学大学支援課】
・引き続き県内３大学との連
携を図りながら、事業の適
切な実施に努め、課題解決
体制の構築に繋げていく。

【文化推進課】
・「産学官民連携センター」
において、地域の課題解決
のアイデアをブラッシュアッ
プするココプラビジネスチャ
レンジサポート等の取組を
拡充するとともに、事業化へ
のゲートウェイとなるビジネ
スプランコンテストを新設す

・地域の課題解決
体制の構築

県
（計画推進
課、文化推
進課、私

学・大学支
援課）

大学

②
社会貢献活
動の質的評
価について
の研究

社会貢献活動を評価する
仕組みとして、その質的評
価の指標について、県、大
学、ＮＰＯ等で研究を行う。

・経営研究会による質的評
価検討の実施

　【年６回開催】 ・NPO経営研究会の開催
　第１回　６月２４日　１３名
　第2回　８月２６日　９名
　第3回　１０月２８日　７名
　第4回　１２月１６日　９名
　第５回　２月２４日　５名

・自己評価マニュアルの広
報

検討中

・ＮＰＯ法人の
２０％以上が質の
向上に取り組む

センター

４
　
中
間
支
援
組
織
と
の
連
携

①
中間支援組
織との意見
交換等の実
施

社会貢献活動に対する支
援を効果的に推進するた
め、中間支援組織との連携
を図り、社会貢献活動のさら
なる活性化を促進する。

・ＮＰＯサポートチーム（※）
の定例会の開催

　【年２回開催】 ・センター、市民会議、えこらぼ
で打ち合わせを実施

事業の協働や連携 連携事業の検討

・支援策の策定、
事業

県
（県民生

活･男女共
同参画課）

中間支援
組織

　※企業・ＮＰＯパートナーシップ委員会･･･企業の社会貢献活動および企業とＮＰＯとの連携を進めるため、企業・経済団体、ＮＰＯ支援組織らで構成している委員会。定期的に「企業市民セミナー」を開催しているほか、
                                                                 企業から提供される物品等の資源をＮＰＯに提供する「企業・ＮＰＯ資源循環システム」の運用などを行っている。

　※ＮＰＯサポートチーム･･･高知県ボランティア・ＮＰＯセンターなど県内の中間支援組織を中心に、ＮＰＯへの支援を検討、サポートする組織。

３
　
大
学
等
教
育
機
関
と
の
連
携
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
県職員のた
めの研修等
の実施

県職員のＮＰＯに対する理
解を深めるため、県内のＮＰ
Ｏへの職員の短期派遣研
修や団体の活動情報の提
供、協働事例の紹介等を実
施する。

・県職員のＮＰＯ短期派遣
研修の実施

【毎年１５名以上の派
遣】

・5法人へ8名の職員を派遣
・意見交換会の議事録を県ＨＰ
へ掲載

・参加職員及び派遣先ＮＰ
Ｏの拡大
・今回は初参加の職員が多
数

・NPOとの日程調整等の改
善

・募集のかけ方の見直し。 ・県職員のＮＰＯ
に対する理解の
増進

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

②
市町村職員
のための研
修等の実施

地域の課題解決力（地域
力）を高めるためには、市町
村が果たす役割が重要に
なってくることから、市町村
職員に対し、地域支援企画
員による他地域での先進事
例の紹介や、ＮＰＯをはじめ
とする社会貢献活動団体と
の連携・協働の必要性につ
いて理解を深めるための研
修等を実施する。

・市町村職員とＮＰＯとの意
見交換会の開催（再掲）

・市町村新採職員への研修
の実施（全市町村）

・市町村職員とＮＰＯと
の意見交換会（再掲）
　【年１回開催】

・市町村新採職員への
研修（全市町村）
　【年１回開催】

・NPOと市町村との情報交換会
を実施　テーマ「災害時のネット
ワークづくり」（再掲）
　3/9　　高知市
　3/24　四万十市

・市町村新採職員への研修
　テーマ「協働を考える」

・市町村単位で開催する場
合、管内にＮＰＯ法人がな
い行政もある。(再掲）

平成２８年度は、県ボラン
ティア・ＮＰＯセンターと連携
のうえ開催（再掲）

・引き続き実施する。

・協働事業の増加

・市町村職員のＮ
ＰＯに対する理解
の増進

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

①
社会貢献活
動団体と各
主体との
パートナー
シップづく
り

県、市町村、事業者、県
民、社会貢献活動団体など
さまざまな主体が、課題解
決のために連携し、協議等
を行う場（プラットフォーム
（※））を設ける。

②
社会貢献活
動団体と各
主体との協
働事例の創
出

①の「プラットフォーム」にお
ける協議検討を踏まえて、さ
まざまな主体が役割を担う
協働事例を創出する。

③
政策等検討
段階での参
画機会の創
出

県の政策決定過程におい
て、「プラットフォーム」の事
例に準じ、社会貢献活動団
体などが関わる機会を持つ
ような仕組みの検討を行う。

３
　
協
働
に
関
す
る
情

報
提
供

①
地域力向上
につながる
先進事例の
情報提供

さまざまな主体の連携により
生み出された協働事例につ
いては、地域力を高めるた
めのモデルとして、あらゆる
機会を捉えて情報提供を行
う。

・市町村職員の研修会にお
ける、モデル事業の報告

・ＮＰＯと市町村との協働モ
デル事業の報告書の配布
（再掲）

・市町村職員の研修会
における、モデル事業
の報告
　【年１回実施】

・ＮＰＯと市町村との協
働モデル事業報告書の
配布（再掲）

・NPOと市町村との情報交換会
を実施　　テーマ「災害時のネッ
トワークづくり」（再掲）
　3/9　　高知市
　3/24　四万十市

・市町村単位で開催する場
合、管内にＮＰＯ法人がな
い行政もある。(再掲）

平成２８年度は、県ボラン
ティア・ＮＰＯセンターと連携
のうえ開催（再掲）

・協働事業の増加

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

実
施
項
目

取組目標
行　動　計　画　（Ｐ）

・様々な主体と県職員とで
県政の課題について検討
する会議の実施（こらぼ・

で・とーく）

【年６回実施】

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成28年３月末日時点

実施
主体

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

【担当課；県民生活・男女共同
参画課】
テーマ：女性が働きやすい環境
づくり

５回実施

・県庁事業担当課に対する
ニーズの洗い出し

・事業終了後の事業担当課
へのフォロー

　※プラットホーム･･･この計画では、ＮＰＯ、行政（県、市町村）、事業者（企業）などが、対等な立場で、課題の解決策等について協議・連携する場と位置づけている。

２
　
相
互
理
解
に
よ
る
協
働
の
促
進

１
　
職
員
の
協
働
に
対
す
る
理
解
の
促
進

・県内ＮＰＯの活動実績と県
政上の課題を検討し、事業
担当課に個別にアプローチ
する。
（幹部級の会議での働きか
け、地域支援企画員への働
きかけ）

・継続的な交流や事業展開
をめざし、事業終了後の
フォローを行う。

・提案の５０％以
上の事業化

県
（県民生
活･男女共
同参画課）

  基本方針Ⅳ 社会貢献活動団体と各主体との協働の促進 
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実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

①
「地縁型Ｎ
ＰＯ」と
「事業型Ｎ
ＰＯ」との
相互理解の
促進

地域の活性化に取り組む
「地縁型ＮＰＯ」と、福祉やま
ちづくり、環境など専門的ノ
ウハウを持った「事業型ＮＰ
Ｏ」との交流の機会を提供
する等により、相互理解を
促進する。

・コーディネーターの派遣

・ＮＰＯフォーラムの開催（再
掲）

・コーディネーターの派
遣
　【年５回派遣】

・ＮＰＯフォーラム（再
掲）
　【年１回開催】

【センター】
・今年度、香美市において地縁
組織と地元ＮＰＯとの協働を検
討したが、具体的な展開には至
らなかった。

【市民会議】
NPOのシンカ（進化・深化・真
価）のカタチをテーマに、人々の
暮らしに直面する様々な課題に
取り組む高知県内のNPO が一
堂に会し、高知の課題に向き合
い、その解決に向けたNPO の
役割を見つめ直し、NPO のシン
カのカタチを考え、実践できるこ
とを目指し実施した。

【センター】
・地縁組織側の抱えるニー
ズをどう把握するか

【市民会議】
分分科会3の「大規模災害
時に問われる連携の真価
～多様なセクターとの連携
を考える～」では、東日本大
震災において、岩手県の復
旧・復興に大きな役割を果
たした２団体の連携事例を
もとに、高知での大規模災
害時の各種団体との連携及
び平時からの連携のあり方
を考えることで減災に向け
たＮＰＯの役割を再認識す
ることができた。

【センター】
・試行的に集落活動セン
ター等の抱えるニーズにつ
いて把握する。

【市民会議】
・実行委員が少ないので、
来年度はいろいろな方に声
をかけて増やしたい。また、
今回は若い世代の参加が
多かったので、その方たち
に声をかけてみてはどうか。
・コンセプトを明確にして広
報に繋げ、参加者にとって
のメリットを考えてみる

・地縁団体とＮＰ
Ｏとの相互理解
の増進

・県民のＮＰＯに
対する理解の増
進

センター

中間支援
組織

②
様々な主体
が連携して
関わる新た
な地域コ
ミュニティ
の拠点づく
り

集落活動センターを中心と
した、地縁団体、ＮＰＯ、市
町村などの相互連携の取
組を支援する。
また、中山間地域におい
て、地域住民が主体となっ
て、様々な主体と連携し、集
落維持の仕組みづくりを行
う集落活動センターの立上
を支援する。

・集落活動センターの設
置、立上に対する支援の実
施

・結プロジェクト推進事業の
実施

・集落活動センターの設
置・立上支援
　【１０年間１３０カ所】

・結プロジェクト（※）推
進事業の実施
　【年１０カ所程度】

集落活動センター
・集落活動センターの研修会の
実施や支援ハンドブックの配
布、市町村別支援チームによる
支援等を行い、H28年3月末時
点で26ヵ所が開設。
・開所から4年目以降のセンター
に対する支援を拡充した。
・ポータルサイトを立ち上げる等
情報発信の強化を行った。

結プロジェクト廃止。

集落活動センター
・平成28年度の早い段階で
30ヶ所のセンターが立ち上
がる見通し。
・市町村の「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」におい
て、29市町村が平成31年度
末までに71ヶ所のセンター
設置を目標に掲げるなど、
県内各地に取り組みが広
がっている。

集落活動センター
・既存のセンターの取り組み
をロールモデルとして確立
し、普及させることで、新た
な取り組み地区を掘り起こ
し、更なる拡大を図る。
・集落活動センター連絡協
議会を設立し、センターの
相互交流と活動の充実化を
図る。

・集落活動セン
ターによる集落維
持の仕組みの構
築

・集落と企業・大
学・NPO等との協
働による集落の
維持・活性化

県
（中山間地
域対策課）

取組目標
Ｈ３０年度の

目指すべき姿
実施
主体

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成28年３月末日時点

１
　
地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
と
の
連
携

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）

  基本方針Ⅴ 社会貢献活動団体による地域づくりへの参画 新規 

10 



実行　（Ｄ） 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組
取組目標

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

実施
主体

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）

①
ＮＰＯのコ
ミュニティ
ビジネスへ
の参入支援

中山間地域でのコミュニティ
ビジネスにより、その活動の
利益が地域に還元され、地
域の経済活性化とコミュニ
ティの再生につながるような
仕組づくりを支援する。

・地域資源の発掘に関する
検討会の開催

・起業に関する講座等の開
催
（土佐まるごとビジネスアカ
デミー（※）等）

・地域資源の発掘に関
する検討会
　【年１回実施】

・起業に関する講座等
の開催（土佐まるごとﾋﾞ
ｼﾞﾈｽｱｶﾃﾞﾐｰ（※）等）
　【入門から応用・実践
力まで35科目程度の講
座の実施】

【センター】
・コミュニティビジネスについて、
有識者による事例集作成の検
討会を行い、ガイドブックを作
成。
　部数：1,000部
・日本政策金融公庫、県、セン
ターンの３者により、「ソーシャル
ビジネス支援ネットワーク」を設
立。県内ＮＰＯの行うソーシャル
ビジネスを多面的に支援。

【文化推進課】
・起業に関する講座等の開催
土佐まるごとビジネスアカデミー
の開催（36科目）。延べ1,718名
が受講（３月末現在）し、基礎的
なビジネス理論や、新商品開発
や事業改善など実践力を習得
した。

【センター】
コミュニティビジネスについ
て、センターとして今以上に
どのような支援ができるのか
検討課題。

【文化推進課】
・起業に関する講座等の開
催
高知市の講義教室まで遠く
て通いづらい中山間地域な
どの方々にも地元にいなが
ら仲間同士で教室と同様の
講義を受講いただける環境
を構築していく必要がある。

【センター】
支援方法について今後検
討

【文化推進課】
・起業に関する講座等の開
催
起業家養成の講座を充実さ
せるとともに、インターネット
のテレビ会議システムを活
用した遠隔講義「サテプラ
（サテライトプラットフォー
ム）」を実施し、学びの場を
地域に拡大する。

・地域資源の発
掘

・ＮＰＯによる起業

センター

県
（文化推進

課）

②
ＮＰＯによ
るコミュニ
ティビジネ
スの活動支
援

継続的なコミュニティビジネ
スを支援し、生活基盤の確
保や地域における就業機
会・雇用の創出を図る。

・中山間地域の小さなビジ
ネスへの支援

　【アドバイザーの派遣
や助成などにより、地域
アクションプランのすそ
野を広げる】

・地域づくり支援事業費補助金
による支援（9市町村　11件
6,749千円）
　うちNＰＯ法人を対象とした補
助
1件807千円
ＮＰＯ法人　ＲＩＶER（四万十町）

・産業振興アドバイザー　１件
（延べ5回）
ＮＰＯ法人新居を元気にする会
（土佐市）

個々の課題に対応した効果
的な支援

支援事業の拡大

・新たな商品の開
発

・ＮＰＯによる起業

県
（中山間地
域対策課）
（Ｈ２７まで
は計画推

進課）

　※結プロジェクト･･･ 企業や大学、ＮＰＯ等が農村や漁村の集落との交流やイベントを応援するなど、民間の取組を県内の多くの地域に広めていくことで、集落の活性化や維持につなげていくことを目指す事業。

　※土佐まるごとビジネスアカデミー･･･ 起業や、ビジネスを進めるうえで必要な基礎知識や応用・実践力などを「まるごと」身につけていただこうと開催しているビジネス研修の名称。（通称：土佐MBA）

２
　
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
の
基
盤
創
出

11 



. 評価　（Ｃ） 改善　（Ａ）
実施
主体

行動計画の
項目

実施内容（計画上の記
載）

具体的な取組内容 実施状況や事業の効果 課題等 今後の取組

１
　
災
害
時
に
機
能
を
発
揮

で
き
る
団
体
の
育
成

①
災害ボラン
ティアと連
携できるＮ
ＰＯの育成

ＮＰＯの専門性（高齢者の
介護支援、カウンセリング、
街づくり計画等）を活かした
取組に加えて、災害ボラン
ティアセンターと連携し、地
域外のボランティアの力をう
まく引き出し、被災地の復
興を支援する等、災害時に
機能を発揮できるＮＰＯを育
成する。

・災害時の活動に関する意
識啓発・研修の実施
　（専門性をどう活かすか）
　（ボランティアスタッフの研
修、受入実践講座など）

・災害ボランティアセンター
の模擬訓練の開催（立上・
運営）

・災害時の活動に関す
る意識啓発・研修
　【各研修・講座年１回
開催】

・災害ボランティアセン
ターの模擬訓練（立上・
運営）
　【年２カ所開催】

・被災者生活支援フォーラム
　3月19日　参加者：31名

・災害ボランティアセンター運営
基礎研修
　10月1日安芸市にて開催
　参加者119名

・市町村災害ボランティアセ
ンターの設置するネットワー
ク会議へのＮＰＯの参加の
促進（ＮＰＯの偏在も課題）

・市町村社協、ＮＰＯ双方へ
の働きかけ

・災害ボランティ
アセンターと連携
するＮＰＯの増加

県
（地域福祉
政策課、県
民生活･男
女共同参

画課）

センター

①
行政・ＮＰ
Ｏ・事業者
（企業）な
ど関係機関
によるネッ
トワークづ
くり

災害時において、スムーズ
な災害支援協力体制が行
われるように、平常時から地
域の防災組織等との交流を
図り、お互いの役割を確認
するなど、ネットワークの構
築を図る。

・災害ボランティアセンター
ネットワーク会議の開催
（研修や、交流会などを含
む）

・コーディネーターの育成講
座の開催

・災害ボランティアセン
ターネットワーク会議
（研修や、交流会などを
含む）
 【年１回開催】

・コーディネーターの育
成講座
【毎年７市町村研修実
施】

・10月2日に高知県災害ボラン
ティア活動支援本部ネットワーク
会議を開催（7団体参加）

・災害ボランティアセンター中核
スタッフ研修
　2月23日　参加者：52名

（県民生活・男女共同参画課）
NPOと市町村との情報交換会
テーマ「災害時のネットワークづ
くり」
３月９日高知市
３月２４日四万十市

・参加団体の拡大 ・災害時に活動を予定して
いる団体の把握

・構成メンバーに
ＮＰＯが参画

・市町村社協を中
心としたネット
ワークの構築

センター

②
災害時にお
ける活動拠
点の確保

支援活動がスムーズに行わ
れるよう、市町村における災
害ボランティアの体制支援
や、県内外のＮＰＯの受け
入れ体制の整備を支援す
る。

・県外のＮＰＯへの情報提
供

【ＳＮＳを活用した情報
提供】

・高知県災害ボランティア活動
支援本部のホームページの作
成

・全国規模でのＮＰＯの大規模
災害時活動の総合調整を目的
とするＪＶＯＡＤ（全国災害ボラン
ティア支援団体ネットワーク）が
設立された。

ＪＶＯＡＤとの連携 災害ボランティア活動支援
プロジェクト（全社協、中央
共募、経済団体による災害
ボランティア活動支援の組
織）を通じてネットワークは
センターとして持っている。

・県外ＮＰＯとの
相互理解

センター

センター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

とりまとめ：平成28年３月末日時点

２
　
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

実
施
項
目

行　動　計　画　（Ｐ）
取組目標

Ｈ３０年度の
目指すべき姿

  基本方針Ⅵ 災害時における社会貢献活動団体の機能発揮 新規 
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